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抄 録：本 実 践 研 究 で は ，不 登 校 生 徒 に 対 す る 教 育 支 援 セ ン タ ー や ス ク ー ル カ ン セ ラ ー と 連 携し た

支 援 の あ り 方 に つ い て 検 討 す る こ と を 目 的 と し た 。 X 年 ４ 月 ～ X 年 1 0 月 の 期 間 に ， 教 育 支 援 セ  
ン タ ー の ス タ ッ フ と し て 不 登 校 生 徒 を 支 援 し ， 中 学 校 で は コ ー デ ィ ネ ー タ ー と し て 校 内 支 援 会

の 機 能 強 化 に 取 り 組 ん だ 。ま た ，オ ン ラ イ ン・ス ー パ ー ビ ジ ョ ン に よ り 大 学 と の 連 携 に 取 り組 ん

だ 。そ れ ら の 実 践 を 検 証 し た 結 果 ，① ア セ ス メ ン ト が 起 点 と な っ て 支 援 の 方 向 性 が 定 ま る こと ，

② 不 登 校 生 徒 を 一 人 の 人 間 と し て 理 解 す る こ と ，③ 支 援 は 前 向 き の 方 向 で 考 え る こ と ，④ 連携 で

は ，学 校 の「 で き る こ と 」「 で き な い こ と 」を 判 別 す る こ と ，の 4 点 が 組 織 的 な 連 携 体 制 を構 築

す る 要 因 と な る こ と が 示 唆 さ れ た 。  
 

キ ー ワ ー ド ： 不 登 校 支 援 ,事 例 分 析 ,教 育 支 援 セ ン タ ー ,連 携  

 
Abstract: T h e  p u r p o s e  o f  t h i s  P r a c t i c a l  r e s e a r c h  w a s  t o  e x a m i n e  t h e  i d e a l  f o r m  o f  s u p p o r t  f o r  n o n -
A t t e n d a n c e  s t u d e n t s  i n  C o l l a b o r a t i o n  w i t h  E d u c a t i o n a l  s u p p o r t  C e n t e r s  a n d  S c h o o l  C o u n s e l o r s .  
D u r i n g  t h e  p e r i o d  f r o m  A p r i l  X  t o  O c t o b e r  X ,  A s  A S t a f f  m e m b e r  o f  t h e  E d u c a t i o n a l  S u p p o r t  C e n t e r ,  
I  s u p p o r t e d  n o n - A t t e n d a n c e  s t u d e n t s ,  a n d  a t  t h e  ju n i o r  h i g h  s c h o o l ,  I  w o r k e d  a s  a  c o o r d i n a t o r  t o  
s t r e n g t h e n  t h e  f u n c t i o n  o f  t h e  s c h o o l  s u p p o r t  t e a m .  We  a l s o  w o r k e d  o n  c o l l a b o r a t i o n  w i t h  t h e  
u n i v e r s i t y  t h r o u g h  o n l i n e  s u p e r v i s i o n .  A s  a  r e s u l t  o f  v e r i f y i n g  t h e s e  p r a c t i c e s ,  i t  w a s  f o u n d  t h a t  ( 1 )  
A s s e s s m e n t  i s  t h e  s t a r t i n g  p o i n t  f o r  d e t e r m i n i n g  t h e  d i r e c t i o n  o f  s u p p o r t ,  ( 2 )  U n d e r s t a n d i n g  t h e  n o n -
A t t e n d a n c e  s t u d e n t  a s  a  h u m a n  b e i n g ,  ( 3 )  T h i n k i n g  A b o u t  s u p p o r t  i n  a  p o s i t i v e  d i r e c t i o n ,  a n d  ( 4 )  
D i s t i n g u i s h i n g  b e t w e e n  w h a t  a  s c h o o l  c a n  d o  a n d  w h a t  i t  c a n n o t  d o  t h r o u g h  c o l l a b o r a t i o n .  I t  w a s  
s u g g e s t e d  t h a t  t h e  f o u r  p o i n t s  A r e  f a c t o r s  i n  b u i l d i n g  a n  o rg a n i z a t i o n a l  c o l l a b o r a t i o n  s y s t e m .  
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Ⅰ．問題と目的 

 

１．問題の所在 

不登校は「何らかの心理的，情緒的，あるいは社会的要因・背景

により，児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状況に

あること（ただし，『病気』や『経済的理由』，『新型コロナウイル

スの感染回避』による者を除く）」と定義されている（文部科学省，

2021）。相馬（2008）は，調査から不登校生徒の進路には不利益が

多かったことを指摘しており，不登校支援においては，登校するこ

とだけでなく，その後の将来も見据えた支援を考えなくてはならな

い。しかし，不登校の状態や要因は児童生徒によって異なるため，

対応を難しくしている。 

全国的に不登校は深刻な問題になっている。文部科学省が 2021

年に公表した「令和２年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導

上の諸問題に関する調査結果」において，小・中学生の不登校児童

生徒数は 196,127 人となっており，８年連続で増加している。その

中でも実践協力校の当該県は，1,000 人あたりの不登校児童生徒数

が全国平均よりも高い状態が続いている。また，実践協力校におい

ても不登校対策が課題となっていた。当該校教員への聞き取り調査

では「不登校対応が大変」という声が多くあった。また，不登校生

徒の実態も，引きこもっている生徒，別室に通う生徒，教育支援セ

ンターに通う生徒など，その様態も様々であった。多忙な中，限ら

れた教員で様々な不登校生徒に対応せざるを得ない支援体制も，対

応を難しくしている要因である。不登校生徒が複数になると，教育

支援センターやスクールカウンセラー（以後，SC と略す）等との

連携による支援が不可欠となる。しかし，実際的・具体的な手立て

などが関係者に認識されないで，形だけの連携になれば，それぞれ
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の専門性は十分に発揮されず効果は小さい。また，さまざまな連携

方法を試行錯誤しながら支援していたとしても，それぞれの連携方

法について効果検証されないままとなっている実態がある。 

不登校支援の考え方について，山下（2001）は，「依存と自立」

を論拠に述べている。不登校の児童生徒の多くはストレスや傷つき

を体験し，心のエネルギーの補給を必要としている。この心のエネ

ルギーは，家族や友人などを依存対象とすること補給ができる。心

のエネルギーが十分に補給できると，自立を促す登校支援が有効に

なる。ただ，この依存と自立の関係に着目した支援には，不登校生

徒に対する内外面に関するアセスメント（見立て）が不可欠である

し，アセスメントと支援を往還して継続させていくことが鍵である。

田嶌（2009）は，支援する→（反応を見る）→見立てる→支援する

といった円環的なアプローチを提唱し，アセスメントと支援を連動

させた支援のあり方を提示している。ともすれば，学校はさまざま

な支援方法を試すが効果がないと即断し，精査・検証もそこそこに，

次の手立てを模索するといった不登校生徒への支援に偏りがちで

ある。不登校支援では，いかにアセスメントを行うか，アセスメン

トと支援の円環的アプローチが課題と考える。 

不登校支援における関係機関等との連携について，文部科学省

（2020）は，「『連携』とは何か問題があった場合に，『対応のすべ

てを相手に委ねてしまうこと』ではありません。学校で『できるこ

と』『できないこと』を見極め，学校でできない点を外部の専門機

関に援助してもらうことが連携なのです。」としている。不登校生

徒へのアセスメントは学校の課題であり，この点においてこそSC

やスクールソーシャルワーカー（以後，SSW と略す）や外部の専

門機関に援助を請い，連携する価値があると言えるのではないだろ

うか。また，伊藤（2009）は，学校が関係機関に足を運び，顔と顔

を合わせた中での関係づくりをすることで，連携のネットワークが

できやすくなるとしている。言い換えれば，連携は当事者間の人間

関係が基盤となっているのであり，通常の人間関係においても顔の

見えない相手とは信頼関係は構築しにくい。その意味で，学校と関

係機関等の連携は，教職員と機関のスタッフが顔見知りとなり人柄

をも知り合える関係構築が，連携のパラレルなプロセスとして進ん

でいることを押さえておかねばならないと考える。 

 

２．目的 

本実践研究では，実践協力校を管内とする市立教育支援センター

でスタッフとして不登校生徒を支援し，その支援とそれに係る教育

支援センターやSCとの連携のあり方について検討することを目的

とした。不登校生徒の支援については事例分析の手法を採用した。

分析の観点には，１つ目に，どのように「不登校生徒の思い」や「社

会的現実」を考えて支援すべきかを検討した。これは，依存と自立

の考え方を踏まえ，不登校生徒の気持ちに共感するとともに社会的

現実を考慮し，一緒に前向きの方向を探ることの効果を検証するた

めである（山下，2001）。２つ目に，学校の「できること」「できな

いこと」を視点に，「効果的」で「現実的」な不登校支援における

連携のあり方を検討した（文部科学省，2020）。 

 

Ⅱ．対象と方法 

 

１．対象 

 実践協力機関には，X 市立O 中学校とX 市立教育支援センター

に依頼し，それぞれの学校長ならびにセンター所長の承諾を得た。 

実践期間はX年４月～X年 10月で，第１著者が教育支援センタ

ーではスタッフとして，中学校ではコーディネーターとして実践し

た（以後，実践者と表記する）。 

 

２．方法 

１）不登校生徒の支援 

 教育支援センターでは，通室している実践協力校の生徒を支援し

た。支援にあたっては，教育支援センターの活動や利用する生徒へ

の継続したアセスメントにより理解を深めながら，その生徒にとっ

て前向きの方向となる支援を意図して取り組んだ（山下，2001）。

また，実践協力校の教員でありつつ，教育支援センターのスタッフ

として活動するという立場を生かし，学校と教育支援センターを架

橋することも意図した。 

２）校内支援会の機能強化 

実践協力校の校内支援会は，特別な教育的支援を必要とする生徒

について実態把握や具体的な指導・支援の方針を協議するための会

議として位置づけられている。実践協力校では月２回，特別支援教

育コーディネーターを中心に，校長，教頭，学級担任，学年団，SC，

必要に応じてSSW等が集まって実施されている。校内支援会は不

登校の生徒へ組織的な支援を行う上でも大切な場である。校内支援

会の参加者が，それぞれの立場で専門性をより発揮できるような情

報連携や行動連携につなげることを狙いとした。 

３）オンライン・スーパービジョン 
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 第２著者がスーパヴァイザー（以後，SV と略す）となり，実践

者が実践した教育支援センターでの不登校生徒の支援や校内支援

会の取組について，対面形式で継続的にスーパービジョンを行い，

アセスメントや支援の方向性や手立てを検討した。また，実践者に

実践協力校の教員も加わって Zoom によるオンラインでのグルー

プスーパービジョンにも取り組んだ。これは，今後の様々な関係機

関との連携の一方策として， ICT を活用したスーパービジョンの

可能性を模索することを意図した。 

 

Ⅲ．実践の結果 

 

１．教育支援センターでの実践 

１）概要 

 X市の教育支援センターは，月曜日から金曜日の午前９時から午

後３時に開室している。３名のスタッフで運営しており，今年度は

実践協力校の生徒４名が利用していた。４月～10 月の実践では，

この教育支援センターを利用する生徒（以下，通室生）のうち，２

年生A と１年生C に関わった。A は学校のきまりへの抵抗や疑問

を訴えるなど，集団生活の適応に課題があり，C は不安耐性が弱い

傾向にあり，特に対人関係の形成に課題のある通室生である。 

２）関係づくりの時期 

 教育支援センターでの関与観察を通し，通室生との関係づくりを

行った。教育支援センターでは学習活動をはじめ，調理，農作業，

ゲーム，スポーツなど多様な活動が展開されていた。これらの活動

を通して少しずつ通室生との関係を築いていった。その際に，教員

が立場を下げて生徒と関わる「ワンダウンポジション（亀口，2006）」

や，生徒の興味関心に合わせてコミュニケーションを図る「チャン

ネル合わせ（山下，1994；田嶌，2009）」などが有効となった。５

月からは学習支援にも取り組み始めた。Aと関わることが多く，次

第に A のほうから実践者に話しかけてくることも増えてきた。ま

た，スーパービジョンで助言された手のひらアセスメントを用いて

通室生を見立てた（図１）。このアセスメントは，手の指がそれぞ

れのアセスメント項目とリンクしている。アセスメントには，実践

者が関与観察で分かったことや教員からの聞き取り，教育支援セン

ターのスタッフからの聞き取り，生徒の引継ぎ資料などから情報を

収集し，手のひらアセスメントにより情報を整理した。これ以降も

新たな情報を加えて整理し直し，アセスメントを繰り返しながら，

支援の方向性を検討し更新していった。 

 

３）登校支援に関わった時期 

 ６月に実践者とCが話していたとき，Cが登校の意思を表した。

しかし，入学式の翌日から不登校になった C は，通学路や自転車

置場，校舎など様々なことに不安をもっていた。そこで，実践者は

学校と準備物を確認したり，Cと登校の流れを確認したりした。ま

た，学校で自転車置場や靴箱，廊下，教室などの写真を撮ってC に

見せ，登校のシミュレーションを行った。当日は実践者と自宅から

通学路を確認しながら登校し，保健室で活動することができた。そ

の後何度か自力で登校し，保健室で自習をしたり，定期テストを受

けたり学校での活動内容も広がっていった。 

これまでの C の登校をアセスメントすると，授業時間が短い日

に登校する傾向が見られ，担任や教育支援センターのスタッフと相

談し，学校が短時間の日に登校を促すようにすることを確認した。 

 教育支援センターの規則をめぐって，Aとスタッフの間でトラブ

ルになった。Aは自分なりの理屈で主調する傾向が強く，１年時に

学校でも規則に関する指導で教員とトラブルになった。スタッフと

の話し合いでも A はなかなか納得できない様子だったが，その一

方で A 自身がスタッフとの関係を悪化させたくないような態度や

言動も見取れた。外面では荒っぽい言動の多い A だが，内面では

教育支援センターが大切な居場所になっていたのではないかと推

察された。 

４）学校にまた一歩近づく時期 

 ９月に C が体育大会を見学することになった。教室から見学す

ることになり，入学式以来の教室に入った C は，まず教室の掲示

物を見て回った。自分の学級の雰囲気を知ろうとしていたようだっ

た。その後，体育大会の競技を見学していると，Aが支援センター

のスタッフと一緒に登校するエピソードがあった。Aにとっては今

年度はじめての登校であった。登校が増えている C の様子に刺激

され，Aも学校を意識し始め，実際に登校した行動から学校への心

理的距離感は縮まっていることが読み取れた。 
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 登校が増えるとともに，Cに学校への不安が少なくなってきたよ

うに感じた。そこで，Cと話し合い，10月は，登校時には給食の時

間まで学校で過ごし，午後からは教育支援センターで過ごすことに

取り組んだ。教室に入ることはまだ難しかったため，午前中は別室

で自習などをするようにした。C の対人不安を和らげていくことを

支援の方向にして，別室には複数の教員が様子を伺いに訪れてもら

ったり，同級生に別室まで給食を運んでもらったり，教員や同級生

と関わる場面を設定して取り組んだ。給食を運んできた同級生が，

自発的に C に話しかけてくれたり教室へ誘ってくれたりもしてく

れた。取組の当初はストレスが大きく精神的疲れもあったのか，午

後は教育支援センターに行かないで帰宅することがあった。しかし，

徐々に午前に学校へ、午後に教育支援センターに行く回数が増えて

いった。６月から 10 月までの4ヶ月間（夏休みを除く）に，C の

登校日は14回で，期間内の出席日数の2割弱であった。 

 

２．連携の取組 

１）校内支援会 

 校内支援会は，学校の事情により日程の変更により当初の計画を

変更して開催せざるを得ない状況であった。開催した校内支援会で

は，特別支援教育コーディネーターが進行を構造化し，個々の事例

について支援の方向性をまとめる工夫がされた。今年度からは，新

たに X 市教育研究所や教育支援センターのスタッフも参加したこ

とから，様々な視点から意見交換がされ話し合いが行われた。また，

校内支援会は教員とSCが協働する場でもある。担任教員から対象

生徒の現状が報告され，SCは専門的視点から対象生徒の特性や問

題性，病理性を踏まえ，支援の方向性について見解を述べ，それを

もとに協議が進んだ。個々の事例についての包括的なアセスメント

によるケース会議であった。ただ，実践協力校では日常の実践にSC

と協働できる場面は少なく，校内支援会で話し合われた支援の方向

性をより具体化した取組にまで落とし込んでいくことが課題であ

る。教員とSCが連携する第一段階として，校内支援会の有用性は

大きいことを確認した。 

２）教育支援センターとの連携 

教育支援センターのスタッフとして実践し，連携相手側から確認

できたことは，教員が定期的に教育支援センターを訪問することや，

学校と教育支援センターが特に学習面で連携を緊密にすることで

ある。そこで，学校と教育支援センターの連携強化を狙いに，①教

育支援センターを訪問する教員が，担当学年に関係なく通室生の配

布物をまとめて持って行くこと，②学年教員で週ごとの教育支援セ

ンターの訪問担当を決めることの２点を実践協力校に提案し取り

組んだ。①については，複数の教員が訪問したことで通室性と交流

する機会が増え，学校への関心が高まり教員への距離感が縮まって

きたこと，教員も通室生を目の当たりにした印象から距離感が縮ま

ったといった一定の効果があった。また，夏季休業中に開いた教育

支援センター連絡会では，教育支援センターのスタッフから教員に

通室生の学習や生活，関わりなどについて報告がされ，教員と教育

支援センターのスタッフが顔を合わせじっくり話す機会となり，効

果の誘因となった。 

一方，②については，教科単位での補助教材となる資料や通室生

個々の学力に応じた資料の作成，学習プリントの添削とフィードバ

ックなどの時間と労力の負荷が継続に至らなかった原因と考えら

れる。連携の意義は教員にも十分に認識されているが，連携行動の

効果と教員の負担のバランスが非常に難しく，大きな課題であるこ

とが明らかになった。この課題解決が連携の継続性の鍵と言える。 

３）スーパービジョン 

 実践期間を通して毎週定期的に，SVによるスーパービジョンを

継続して取り組んだ。通室生の心理状態をアセスメントし直すこと

を繰り返し，通室生との関係づくりや登校支援の方向，具体的手立

てを検討した。効果的だったのは，アセスメントにおける生物・心

理・社会モデル（bio-psyCho-soCiAl model，Engel,G.L.,1977）といっ

たような理論的根拠に基づいて見立てられたことである。ともすれ

ば，不登校を支援する方法に偏りがちになって理論的裏付けが曖昧

にされたまま手立てや方法が先行してしまうことである。その結果，

当該ケースには有用な手立てや方法だったとしても，それ以降の不

登校支援に対して汎用性が失われてしまう可能性がある。この実践

においても，上述した生物・心理・社会モデルに依拠した「手の平

アセスメント」，家族心理学・システム論に基づく「ワンダウンポ

ジション（亀口，2006）」や「チャンネル合わせ（山下，1994；田

嶌，2009）」といった不登校の支援方法に有効な理論的根拠を得た

ことは，今後の支援を考える礎となった意義は大きい。 

また，実践者がコーディネーターとなって実践協力校の教員が参

加して Zoom によるオンラインでのグループスーパービジョンに

も取り組み，延べ５回実施した。このスーパービジョンでは，不登

校以外で問題行動のある生徒について，継続的にアセスメントと対

応の方向を検討した。また，問題を抱えた生徒を学級で受け入れる

ことを狙いに集団づくりについても SV を中心にグループで検討
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した。ここでは，SV との１対１の関係ではなく，グループの形態

をとったことが効果的であった。言い換えれば，生徒指導で困って

いる担任を主役に SV がファシリテーターとなって展開された事

例検討会（ケースカンファレンス）の形態であった。ロジャーズが

提唱したパーソンセンタードアプローチ（Person-Centered 

ApproACh；PCA）に基づいており，主役である担任を中心に，メ

ンバーが担任を支えるという構図となっていた（Rogers,C.R.,1951）。

孤立感を募らせていた担任がメンバーの支えによる心理安全感を

得て，エンパワーメントしていった。ここで言及しておきたい点は，

対面でのスーパービジョンでは SV との一体感を強く感じたのに

対して，オンラインによるスーパービジョンではメンバー間の連帯

感を強く感じた。オンラインであるがゆえに，物理的距離感があり

ながらもつながっている感覚が，オンラインの要因として作用した

ものと考える（村山，2008）。 

 

Ⅳ．考察と課題 

 

１. 不登校生徒のアセスメント 

 実践では，通室生それぞれの課題を丁寧に分析することが必要で

あった。そこで，通室生のアセスメントが重要になった。アセスメ

ントでその生徒の全体像をつかみ，その全体像から生徒の課題がど

こにあるのか，必要な支援は何かを考えるようにした。目の前の生

徒の姿だけでは分からないこともあった。また，情報を整理して改

めて考えると，情報の関連性や背景に気づくこともあった。 

また，C の事例からアセスメントは一度行って終わりではなく，

生徒の成長によって更新する重要性を確認した。アセスメントと支

援を連動させる展開イメージを図２に示す。不登校などの問題が発

生したとき，本人の状態や問題の背景を把握するためにアセスメン

トを行い，それをもとに実際の支援に取り組む。そこで生徒の成長

が見られた場合，次のステップに向けてアセスメントの更新を行う。

このように生徒の成長に合わせてアセスメントや支援を更新して

いくと，螺旋状（スパイラル）の支援の形ができる。実践者はこれ

を「支援のスパイラル」とした。ただし，図２はあくまで生徒が成

長し，支援も機能することを前提にしたモデルである。支援が機能

しない場合は，アセスメントの見直しも考えなくてはならない。実

際には生徒の状況に合わせ，この螺旋状（スパイラル）を行き来す

ることもあり得る。 

アセスメントを更新することで，そのときに生徒に必要な支援が

できると考える。Cの登校支援では，本人の状態に合わせて必要な

支援を考えるようにした。C 自身は学校のことを気にしていたが，

自転車置場や靴箱，教室，校舎内の様子，学校の活動など様々なこ

とに不安を感じていたため，少しずつ不安を軽減して学校復帰を目

指すようにした。登校が増えるとともに，C本人の不安は少なくな

ってきた。まだ他の生徒との関わりは難しい面があったため，この

部分を軽減することが今後の支援の方向性となるだろう。 

 

２. 一人の人間として向き合う 

 山下（2001）は，不登校生徒の関わりにおいて，不登校の部分だ

けに注目するのではなく，その背景にも目を向けることが大切だと

している。そのためには，その生徒を尊重しようとする姿勢や，共

感的に理解しようとする姿勢が必要であると述べている。そのこと

を踏まえ，実践者は通室生と関わるとき，問題のある部分や学校復

帰といったことは一旦置き，その通室生を一人の人間として理解す

ることを大事にした。不登校が生じる理由について小林（2003）は，

「学校を嫌だと感じるから」と端的な言葉で表し，不登校になるこ

とで学校場面の不快感を避けているとしている。通室生にもそ

れぞれ学校が嫌になった理由があった。その通室生を何も知らない

まま登校させたとしても，根本的な解決にはならないだろう。また，

吉井（2017）は，不登校生徒との関わり方の一つとして，「学校に

とらわれないこと」を挙げている。再登校を目標に掲げると，生徒

にとっては過大なプレッシャーになる。登校は目標ではなく結果と

考え，登校に楽な気持ちでいられるほうが再登校の可能性を高める

としている。不登校の部分に注目しすぎると，視野が狭まり，登校

させるための指導的な関わりになりがちである。そのような関わり

を続けると，実践での通室生との関係づくりは難しくなった可能性

があった。どのような支援をするにしても，生徒との関係づくりが
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できなければ始まらない。それぞれの通室生に一人の人間として向

き合うことは，関係づくりにおいて重要な部分だと考えた。 

関係づくりの点では，教育支援センターの活動自体も有効だった。

教育支援センターでは，スタッフと通室生が農作業や調理に一緒に

取り組み，ゲームやスポーツを一緒に楽しむ。このような「ヨコの

関係」で通室生と関わったことで，自然とコミュニケーションが増

え，通室生をより深く理解することにつながった。関係づくりは実

践者にとって意味があっただけではない。６月に C が登校の意思

を表したが，実践者との関係づくりの中で，C自身も教員や学校に

対する不安が弱まったのではないかと考えた。山下（2001）の述べ

る「依存と自立」のサイクルが作用したと考える。教育支援センタ

ーの活動を通し，C はスタッフや実践者が依存できる対象となり，

心のエネルギーを補給していった。それが登校という自立にもつな

がったと考えられる。実践者が通室生に一人の人間として向き合っ

たことは，その通室生自身にも影響を及ぼすことを確認した。 

 

３. 前向きの方向 

 不登校支援においては，長期的な視点も必要である。社会に出て

も仕事や生活で様々なストレスにさらされる。田嶌（2009）は，不

登校生徒に様々な支援を行ったとしても，「肝心なところは自分が

やりぬくしかない」としている。中学校を卒業してその先の人生で，

不登校の原因と類したことに生徒自身が向き合わなければならな

いこともあるだろう。そのためにも，今どのような支援に取り組む

べきかという視点ももつべきである。 

山下（2001）は，教員には，生徒・保護者と一緒になって前向き

の方向を探ることが求められると指摘している。自立への前向きの

方向を，教員は生徒や保護者と一緒になって考えていかなくてはな

らない。Cが不安な状況に対応することや，Aが集団生活に適応す

ることは，将来の自立に向けた前向きの方向として大切なことであ

る。実践者は通室生の保護者と関わることはできなかったが，C の

登校支援では毎回本人と話し合う場をもったことで C に不安耐性

が高まり，実践者がいないときでもCは自立登校できたと考える。

登校できたことも大事だが，学校に非常に強い不安を感じていたC

が，不安を乗り越えて行動したことは根拠ある自信になったと言え

る。その自信は，C の将来を考えても重要な意味をもつ。Aについ

ては，目に見える成果には至らなかったが，教育支援センターで関

わった様子から，少しずつ心のエネルギーを補給し，「依存と自立」

のサイクルが働きつつあると考えた。実際に一度だけ体育大会の日

に登校したこともあった。Aの個性を大事にする姿勢をもって関係

を深めていけば，前向きの方向を見出せると考える。 

 

４. 学校と教育支援センターの連携 

 実践者は学校の教員と教育支援センターのスタッフという二つ

の立場で活動した。その実践から文部科学省（2020）が示す学校の

「できること」「できないこと」を視点に，学校と教育支援センタ

ーの連携のあり方を考察した。 

 学校の「できること」として，一つは登校に関することである。

C の登校支援に当たり，実践協力校の教員でもある実践者は，校舎

内の写真を撮ったり，活動の流れを説明したりすることで登校をシ

ミュレーションすることができた。しかし，教育支援センターのス

タッフが，写真を撮ったり，活動を詳しく説明したりすることは難

しい部分がある。関係機関と連携するとしても，学校の様子や活動

を知らせることは学校の担う役割である。もう一つは，学習に関す

ることである。X 市の教育支援センターの学習の時間は，学校の授

業進度に合わせて進めようとしていた。定期テスト受ける通室生も

おり，高校受験や進路のことを考えても，学校からの情報提供は必

要である。また，様々な教科の学習内容を，教育支援センターのス

タッフがすべてカバーできるわけではない。教員が教育支援センタ

ーを訪問して，学習支援を行うことも必要である。教員がなかなか

訪問できない場合は，X市でも取組が始まったオンライン授業が活

用できる。 

 逆に，学校が「できないこと」としては，毎日の生徒の様子や変

化を知ることである。授業や学級経営もある中で，毎日のように教

育支援センターを訪問して生徒の様子を見ることは難しいだろう。

不登校支援はタイミングも重要となる場合がある。Cが「学校に行

ってみよう」と思ったときに教員が関わることができなければ，登

校は実現しなかったかもしれない。その点でも，やはり教員が定期

的に教育支援センターを訪問する体制づくりは重要である。担任な

ど一人の教員だけが訪問していると，その教員の負担が大きい。

様々な教員が訪問することは一人の教員の負担を減らすとととも

に，通室生にとっても色々な人とのつながりができる。さらに，情

報交換の場として校内支援会などを充実させることも有効である。 

 このような「できること」と「できないこと」は，学校によって

も異なるだろう。学校の規模やオンライン授業の整備状況，関係機

関との距離でも連携のあり方は変わってくる。大事なことは，どの

ような連携が必要か話し合い，その上で組織的な支援体制を構築す
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ることである。学校が教育支援センターやSCといった関係機関等

としっかりつながることは支援の主たる効果要因と考えられる。形

だけの連携ではない，実のある連携が求められる。 
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